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【令和 6 年 8 月 7 日】 

部局名 出納局 
 

令和５年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 

 

１ 一般会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

歳 入 総 額 A 566,633,947,402 609,830,691,911 △43,196,744,509 △7.1% 

歳 出 総 額 B 547,283,459,217 589,720,032,114 △42,436,572,897 △7.2% 

歳入歳出差引額 
（ 形 式 収 支 額 ） 

C=A－B 19,350,488,185 20,110,659,797 △760,171,612 △3.8% 

翌年度繰越財源額 D 13,772,317,595 10,837,551,902 2,934,765,693 27.1% 

実 質 収 支 額 E=C－D 5,578,170,590 9,273,107,895 △3,694,937,305 △39.8% 

前年度実質収支額 F 9,273,107,895 2,257,471,566 7,015,636,329 310.8% 

単 年 度 収 支 額 G=E－F △3,694,937,305 7,015,636,329 △10,710,573,634 - 

財 政 調 整 基 金 
積 立 額 

H 10,184,838 2,745,393 7,439,445 271.0% 

地方債繰上償還額 I 3,000,000,000 0 3,000,000,000 皆増   

財 政 調 整 基 金 
取 崩 額 

J 0 0 0 - 

実質単年度収支額 
K=G+H

+I－J 
△684,752,467 7,018,381,722 △7,703,134,189 - 

 

 

○  歳入総額は、５,６６６億３,３９４万７,４０２円 

歳出総額は、５,４７２億８,３４５万９,２１７円となった。 

 

○  前年度に比べ、歳入総額は４３１億９,６７４万円余、７．１％の減、 

歳出総額は４２４億３,６５７万円余、７．２％の減となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１９３億５,０４８万円余で、令和６年度への繰越財源額 

１３７億７２３１万円余を差し引いた実質収支額は、５５億７,８１７万円余の黒字となった。 

 

○ 令和５年度の実質収支額から、前年度実質収支額の９２億７，３１０万円余を差し引いた 

単年度収支額は３６億９,４９３万円余の赤字となった。 

 

○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の１,０１８万円余及び地方債繰上償還額の 

３０億円を加算した実質単年度収支額は、６億８,４７５万円余の赤字となった。 
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（歳入の状況） 

● 総 括 

 

 

・ 収入済額は、前年度に比べ、４３１億９，６７４万円余、７．１％の減となった。 

 

・ 収入率は、予算現額に対し８６，３％、調定額に対し９９．０％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ８３．５％、対調定額 ９９．０％） 

 

・ 不納欠損額は、既に調定された歳入のうち時効の成立等により徴収ができないと認定された 

もので、その主な内容と構成比は、県税と県税に係る加算金及び延滞金の合計が６，６７６万

円余、１９．８％、分担金及び負担金が３，５５１万円余、１０．６％、使用料及び手数料が１０４万

円余、０．３％、諸収入が２億３，３００万円余、６９．３％を占めている。 

 

・ 収入未済額は、既に調定された歳入のうち出納閉鎖までに収納されなかったもので、前年度

と比べると、４億１，２８０万円余、７．１％の減となった。その主な内容と構成比は、県税と県税

に係る加算金及び延滞金の合計が７億５，５８０万円余、１４．０％、諸収入（県税に係る加算金

及び延滞金除く）が４２億２，０７７万円余、７８．３％、使用料及び手数料が３億２，８８０万円余、

６．１％を占めている。 

 

 

● 主なもの 

○ 県  税 

収入済額は、１，００７億２，２２３万円余で、前年度に比べ、９億１，０４２万円余、 

０．９％の減となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業    増加額 

    個人県民税                ： 1,904 百万円 

    不動産取得税          ：   114 百万円 

 

・収入済額の減少額が大きい事業    減少額 

地方消費税譲渡割         ：   1,974 百万円 

法人事業税              ：  572 百万円 

法人県民税              ：  302 百万円 

 

○ 地方消費税清算金 

収入済額は、４２０億７，４５２万円余で、前年度に比べ、２億５，１３４万円余、 

０．６％の減となった。 

 

予 算 現 額 ６,５６３億５,９０７万７,２５５円 

調 定 額 ５,７２３億６,０２４万８,８４８円 

収 入 済 額 ５,６６６億３,３９４万７,４０２円 

不納欠損額 ３億３,６３３万６,２６７円 

収入未済額 ５３億８,９９６万５,１７９円 
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○ 地方譲与税 

収入済額は、１６７億８，１３４万円余で、前年度に比べ、７，３９７万円余、 

０．４％の増となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業   増加額 

特別法人事業譲与税      ： 60 百万円 

地方揮発油譲与税           ： 14 百万円 

 

○ 地方特例交付金  

収入済額は、４億９，４２５万円余で、前年度に比べ、１，９６３万円余、 

３．８％の減となった。 

 

○ 地方交付税 

収入済額は、１，４６６億１，１４７万円余で、前年度に比べ、４５億２，６０１万円余、 

３．０％の減となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業    増加額 

特別交付税           ：        7 百万円 

 

・収入済額の減少額が大きい事業    減少額 

普通交付税           ： 4,534 百万円 

 

○ 交通安全対策特別交付金  

収入済額は、１億７，８９１万円余で、前年度に比べ、２，２１２万円余、 

１１．０％の減となった。 

 

○ 分担金及び負担金 

収入済額は、２６億５，０１３万円余で、前年度に比べ、２億３，５２８万円余、 

９．７％の増となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業   増加額 

農地費負担金           ： 182 百万円 

河川砂防費負担金                ：  63 百万円 

 

・収入済額の減少額が大きい事業   減少額 

    公衆衛生費負担金：       ：      42 百万円 

 

○ 使用料及び手数料 

収入済額は、６８億５，６８５万円余で、前年度に比べ、２億６，４６７万円余、 

３．７％の減となった。 

 

・収入済額の減少額が大きい事業   減少額 

    証紙収入                 ： 260 百万円 
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○ 国庫支出金 

収入済額は、９１８億６，８６５万円余で、前年度に比べ、４２５億７，５３２万円余、 

３１．７％の減となった。 

 

・収入済額の減少額が大きい事業        減少額 

    衛生費国庫補助金            ： 29,299 百万円 

    商工費国庫補助金              ：   6,262 百万円 

    衛生費国庫負担金              ：  4,558 百万円 

民生費国庫負担金              ：  2,951 百万円 

 

○ 財産収入 

収入済額は、８億８，２９５万円余で、前年度に比べ、２億３６２万円余、 

３０．０％の増となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業   増加額 

    不動産売払収入         ： 188 百万円 

        出えん金返還収入             ：     39 百万円 

 

○ 寄附金 

収入済額は、９億４，７８２万円余で、前年度に比べ、１億３，７８４万円余、 

１７．０％の増となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業     増加額 

    畜産振興費指定寄附金       ： 100 百万円 

富士山保全協力金                 ：            35 百万円 

 

○ 繰入金 

収入済額は５０億２，３４８万円余で、前年度に比べ、１７億９，３９１万円余、 

５５．５％の増となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業                  増加額 

後期高齢者医療財政安定化基金繰入金      ： 800 百万円 

    やまなし教育環境・介護基盤整備基金繰入金 ： 480 百万円 

    地域医療介護総合確保基金繰入金           ： 466 百万円 

 

○ 諸収入 

収入済額は、８２７億５，７６３万円余で、前年度に比べ、 ５億９，１３３万円余、 

０．７％の増となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業    増加額 

雑入                      ： 982 百万円 

衛生貸付金等償還金         ：  145 百万円 
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・収入済額の減少額が大きい事業    減少額 

総務貸付金等償還金          ： 230 百万円 

衛生受託事業収入       ： 195 百万円 

商工貸付金等償還金        ： 106 百万円 

 

○ 県  債 

収入済額は、４８６億７，３００万円で、前年度に比べ、５億８００万円、 

１．１％の増となった。 

 

・収入済額の増加額が大きい事業   増加額 

単独事業債              ： 648 百万円 

災害復旧事業債          ：          92 百万円 

 

・収入済額の減少額が大きい事業   減少額 

一般補助事業債          ： 232 百万円 
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（歳出の状況） 

● 総 括 

予 算 現 額 ６,５６３億５,９０７万７,２５５円 

支 出 済 額 ５,４７２億８,３４５万９,２１７円 

翌年度繰越額 ７６９億９,３８７万２,５５７円 

不 用 額 ３２０億８,１７４万５,４８１円 

 

・ 支出済額は、前年度に比べ、４２４億３，６５７万円余、７．２％の減となった。 

・ 予算現額に対する執行率は、８３．４％であり、前年度の執行率８０．８％に比べ、 

２．６ポイントの増となった。 

 

● 主なもの 

○ 総務費 

支出済額は、３２９億１，３５３万円余で、前年度に比べ、７２億６，２７５万円余、 

１８．１％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業              増加額 

    家庭用省エネ機器購入支援事業費                 ：  494 百万円 

退職手当基金積立金                  ：  478 百万円 

法人二税等償還金                         ：             359 百万円 

防災行政無線管理費                  ：       234 百万円 

再エネ設備導入支援事業費補助金              ：               206 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業             減少額 

やまなし教育環境・介護基盤整備基金積立金  ： 5,123 百万円 

退職手当                                  ： 1,081 百万円 

参議院議員通常選挙費                   ：     496 百万円 

公共施設等適正管理推進事業費           ：  467 百万円 

知事選挙費                                    ：  381 百万円 

県立施設等感染対策事業費                ：  243 百万円 

 

○ 民生費 

支出済額は６７５億５,４７０万円余で、前年度に比べ、２６億７,０８１万円余、 

３．８％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業                   増加額 

    福祉施設等物価高騰対策支援事業費             ：      3,453 百万円 

    省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金       ：      1,068 百万円 

    やまなし子育て世帯生活支援特別給付金          ：   844 百万円 

    後期高齢者医療財政安定化基金貸付事業         ：              800 百万円 

    地域医療介護総合確保基金積立金                   ：       737 百万円 
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    後期高齢者医療給付費負担金                      ：   454 百万円 

    保育施設等物価高騰対策支援事業費             ：       431 百万円 

    介護保険施設等の介護職員等の確保支援事業       ：      266 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業                   減少額 

    生活福祉資金貸付事業推進費補助金              ： 3,015 百万円 

    介護施設等ＰＣＲ検査実施事業費                   ： 2,985 百万円 

    生活困窮者緊急対策生活支援事業費補助金          ： 1,430 百万円 

    保育所等ＰＣＲ検査実施事業費               ： 1,360 百万円 

    障害者施設等ＰＣＲ検査実施事業費                 ： 1,000 百万円 

    愛宕山こどもの国等再整備事業費                  ：    878 百万円 

    介護職員処遇改善支援補助金                  ：    497 百万円 

    高齢者施設等エアロゾル感染対策強化事業費補助金 ：    393 百万円 

 

○ 衛生費 

支出済額は、２３９億８，９３６万円余で、前年度に比べ、２８４億７，２５８万円余、 

５４．３％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業                     増加額 

    感染症対策推進事業事務費等                                   ：  3,081 百万円 

その他の事業経費（公衆衛生費）                 ：                        393 百万円 

感染症対策推進事業費                                ：                 390 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業                     減少額 

    新型コロナウイルス感染症患者受入支援事業費補助金 ： 11,124 百万円 

宿泊施設を利用した軽症者等受入事業費                 ：  7,812 百万円 

自宅療養支援事業費                              ：         6,891 百万円 

新型コロナウイルス感染症医療提供体制等強化事業費 ：  1,245 百万円 

地域医療介護総合確保基金積立金                    ：  1,058 百万円 

新型コロナウイルス感染症検査事業費                    ：           664 百万円 

保健所即応体制整備事業費                        ：                              657 百万円 

新型コロナウイルス感染症ホームエイド給付金           ：            545 百万円 

新型コロナウイルス感染症無料検査支援事業費             ：           541 百万円 
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○ 労働費 

支出済額は１８億４，４４９万円余で、前年度に比べ、１億５，７７４万円余、 

９．４％の増となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業                       増加額 

    賃金アップ環境改善サポート事業費                                ：  85 百万円 

キャリアアップ・ユニバーシティ事業費                ：  74 百万円 

峡南職業能力開発校管理運営費                          ：  71 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業                       減少額 

産業技術短期大学校管理費                                 ：                        34 百万円 

感染拡大防止のための新型コロナウイルス対策休業助成金 ：  28 百万円 

 

○ 農林水産業費 

支出済額は３１５億９，５４８万円余で、前年度に比べ、３億８，０５７万円余、 

１．２％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業            増加額 

土地改良費                        ： 409 百万円  

やまなし果樹産地施設等整備事業費補助金 ： 275 百万円 

施設園芸等経営強化支援事業費補助金     ： 210 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業            減少額 

    総合農業技術センター再整備事業費   ： 655 百万円 

予防治山費                    ： 277 百万円 

森林管理道開設費                ： 223 百万円 

 

○ 商工費 

支出済額は７４４億４１８万円余で、前年度に比べ、５８億５，８８５万円余、 

７．３％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業                    増加額 

やまなしグリーン・ゾーン宿泊割及び旅割支援強化事業 ： 3,950 百万円 

省エネ・再エネ設備導入加速化補助金                 ： 2,471 百万円 

産業集積促進事業費                               ：   910 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業                    減少額 

    やまなしＧｏＴｏトラベル事業費                   ： 8,575 百万円 

県民限定やまなしグリーン・ゾーン宿泊割り事業費     ： 1,785 百万円 

利子補給事業費                           ：    981 百万円 
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生活関連施設等感染予防対策強化事業費補助金        ：    760 百万円 

北岳山荘修繕費                         ：    446 百万円 

商工業振興資金貸付金                            ：      311 百万円 

 

○ 土木費 

支出済額は９５２億３，６２７万円余で、前年度に比べ、３２億２，１９２万円余、 

３．５％の増となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業    増加額 

    道路維持費                     ： 1,903 百万円 

砂防地すべり対策費                                ： 1,173 百万円 

街路事業費                  ：   908 百万円 

河川整備費             ：   810 百万円 

国直轄道路事業費負担金               ：      545 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業    減少額 

    道路橋りょう建設費                               ：       1,963 百万円 

 

○ 警察費 

支出済額は２２２億４，９８３万円余で、前年度に比べ、５億６，１０５万円余、 

２．５％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業   増加額 

運転免許証作成費          ： 450 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業   減少額 

航空機維持費          ： 370 百万円 

運転免許証更新時等講習費 ： 237 百万円 

交通安全施設整備費           ：        177 百万円 

職員給与費等          ： 169 百万円 

警察本部庁舎等整備費          ：         133 百万円 

 

○ 教育費 

支出済額は８４３億８，３９０万円余で、前年度に比べ、３０億０，３４４万円余、 

３．４％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業               増加額 

    退職手当基金積立金                      ：  1,704 百万円 

公立学校情報通信機器整備基金積立金         ：    483 百万円 

職員給与費等（小学校費）                 ：    445 百万円 

職員給与費等（特別支援学校費）          ：    189 百万円 

旧やまびこ支援学校施設解体事業費            ：    131 百万円 
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・支出済額の減少額が大きい事業               減少額 

    退職手当                                                   ：   4,392 百万円 

県民文化ホール改修工事費                 ：  1,071 百万円 

   峡南地域単位制・総合制高校建設事業費      ：     992 百万円 

 

○ 災害復旧費 

支出済額は１２億８，５３３万円余で、前年度に比べ、２億９，６６３万円余、 

３０．０％の増となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業   増加額 

土木施設災害復旧費      ： 149 百万円 

県単独災害復旧費           ：       48 百万円 

 

○ 公債費 

支出済額は７３８億２，６２３万円余で、前年度に比べ、３０億６，６２８万円余、 

４．３％の増となった。 

 

○ 諸支出金 

支出済額は３７０億２，８１０万円余で、前年度に比べ、１０億２，１７０万円余、 

２．７％の減となった。 

 

・支出済額の増加額が大きい事業   増加額 

    県債管理基金積立金   ： 1,840 百万円 

株式等譲渡所得割交付金    ：  281 百万円 

配当割交付金           ：   114 百万円 

 

・支出済額の減少額が大きい事業   減少額 

地方消費税清算金            ：   3,056 百万円 

地方消費税交付金       ：    136 百万円 
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２ 特別会計決算の概況 

（単位：円％） 

区       分 令和５年度 令和４年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 325,568,100,106 325,501,124,756 66,975,350 0.0% 

歳 出 総 額 B 314,855,370,189 313,226,408,205 1,628,961,984 0.5% 

歳入歳出差引額 

（形式収支額） 
C=A－B  10,712,729,917 12,274,716,551 -1,561,986,634 -12.7% 

翌年度繰越財源額 D  285,639,117 272,278,800 13,360,317 4.9% 

実 質 収 支 額 E=C－D  10,427,090,800 12,002,437,751 -1,575,346,951 -13.1% 

 

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１０会計である。 

 

○ 歳入総額は、３，２５５億６，８１０万１０６円 

歳出総額は、３，１４８億５，５３７万１８９円となった。 

 

○ 前年度に比べ、歳入総額は６，６９７万円余、０．０２％の増、 

歳出総額は、１６億２，８９６万円余、０．５％の増となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１０７億１，２７２万円余で、 

令和５年度への繰越財源額 2 億８，５６３万円余を差し引いた実質収支額は、 

１０４億２，７０９万円余となり、７会計が黒字、３会計が収支同額となった。 

 

○ 収入未済額は、２億７，５４９万円余で前年度に比べ、３５１万円余（１．３％）の減となった。 

 

○ 不納欠損額は、前年度に引き続き該当なし。 
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○ 恩賜県有財産特別会計 

収入済額は、９３億２，５８９万円余で、 

前年度に比べ、３億７，０３８万円余、３．８％の減となった。 

 

・収入済額が増加した主な内容           増加額 

財産貸付収入                   ： 318 百万円 

借換債                           ：  39 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容           減少額  

      雑入                        ： 342 百万円 

      繰越金                      ： 308 百万円 

 

支出済額は８３億９０２万円余で、 

前年度に比べ、４，５６４万円余、０．６％の減となった。 

 

・支出済額が増加した主な内容           増加額 

林道災害復旧費                          ：                 64 百万円 

交付金                              ：                    44 百万円 

 

・支出済額が減少した主な内容           減少額 

保護管理費                                   ：  74 百万円 

造林費                                          ：  51 百万円 

 

○ 災害救助基金特別会計 

収入済額、支出済額ともに１万円余で、前年度に比べ増減なし。 
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○ 母子父子寡婦福祉資金特別会計 

収入済額は、１億７，４２９万円余で、 

前年度に比べ、２，３４９万円余、１５．６％の増となった。 

   

・収入済額が増加した主な内容           増加額 

繰越金                            ：  26 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容           減少額 

母子福祉資金元利収入                       ：   6 百万円 

 

支出済額は、５，８５４万円余で、 

前年度に比べ、２，７２４万円余、８７．１％の増となった。 

 

・支出済額が増加した主な内容          増加額 

償還金、利子及び割引料       ：  12 百万円 

一般会計繰出金                      ：   9 百万円 

父子福祉資金貸付金                             ：   3 百万円 

 

○ 中小企業近代化資金特別会計 

収入済額は、４４億７，６０５万円余で、 

前年度に比べ、３，９４１万円余、０．９％の増となった。 

 

・収入済額が増加した主な内容                  増加額 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金 ： 206 百万円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金 ：  20 百万円 

高度化資金貸付金償還金                 ：     11 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容                  減少額 

繰越金                                     ：    197 百万円 

 

支出済額は、１７億８，８６８万円余で、 

前年度に比べ、７，４８８万円余、４．４％の増となった。 

 

・支出済額が増加した主な内容                  増加額 

小規模企業者等設備導入資金貸付金              ：  69 百万円 
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○ 市町村振興資金特別会計 

収入済額は、７３億６，４４７万円余で、 

前年度に比べ、５億９，２１３万円余、８．７％の増となった。 

 

・収入済額が増加した主な内容          増加額 

繰越金                    ： 688 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容          減少額 

貸付金元利収入（元金）                    ：   95 百万円 

 

支出済額は、 ７億２６５万円余で、 

前年度に比べ、２億３，４５０万円余、５０．１％の増となった。 

 

・支出済額が増加した主な内容             増加額 

市町村振興資金貸付金         ： 235 百万円 

 

○ 県税証紙特別会計 

収入済額は、８億５，７２８万円余で、 

前年度に比べ、 ２，８６４万円余、３．５％の増となった。 

 

・収入済額が増加した主な内容            増加額 

自動車税証紙収入                ：        41 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容            減少額 

自動車税繰越金                         ：        12 百万円 

 

支出済額は、８億２，３２８万円余で、 

前年度に比べ、２，７１３万円余、３．４％の増となった。 

 

・支出済額が増加した主な内容            増加額 

自動車税繰出金             ： 27 百万円 
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○ 集中管理特別会計 

収入済額は、９９１億６，０８６万円余で、 

前年度に比べ、６億５，３０７万円余、０．７％の減となった。 

 

・収入済額が減少した主な内容           減少額 

給与管理収入              ： 640 百万円 

 

支出済額は、９９１億６，０８６万円余で、 

前年度に比べ、６億５，３０７万円余、０．７％の減となった。 

 

・支出済額が減少した主な内容           減少額 

給与管理費                     ： 639 百万円 

 

○ 林業・木材産業改善資金特別会計 

収入済額は、１億３，８３８万円余で、 

前年度に比べ、９４万円余、０．７％の減となった。 

 

・収入済額が増加した主な内容                   増加額 

繰越金                             ：  14 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容                   減少額 

林業・木材産業改善資金償還金               ：  14 百万円 

 

   支出済額は、２，１８５万円余で、 

前年度に比べ、９２１万円余、２９．７％の減となった。 

 

・支出済額が減少した主な内容                   減少額 

林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金） ：   9 百万円 

 

○ 公債管理特別会計 

収入済額は、１，２５９億３，９３０万円余で、 

前年度に比べ、  ２０億９３１万円余、１．６％の増となった。 

 

・収入済額が増加した主な内容            増加額 

一般会計繰入金            ：  3,066 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容            減少額 

借換債                  ：  1,101 百万円 
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支出済額は、１，２５９億３，９３０万円余で、 

前年度に比べ、２０億９３１万円余、１．６％の増となった。 

 

・支出済額が増加した主な内容            増加額 

県債管理基金積立金（公債費）   ：  1,024 百万円 

元利償還金               ：   977 百万円 

 

○ 国民健康保険特別会計 

収入済額は、７８１億３，１５４万円余で、 

前年度に比べ、１６億１６１万円余、２．０％の減となった。 

 

・収入済額が増加した主な内容                   増加額 

保険給付費等交付金負担金（分担金・負担金）  ： 1,842 百万円 

後期高齢者支援金負担金（分担金・負担金）         ：  502 百万円 

 

・収入済額が減少した主な内容                    減少額 

繰越金                            ： 1,982 百万円 

保険給付費等交付金負担金（国庫支出金）              ： 1,340 百万円 

保険給付費等交付金補助金（国庫支出金）       ：  752 百万円 

 

支出済額は、７８０億５，１１４万円余で、 

前年度に比べ、３，６１８万円余、０．０５％の減となった。 

 

・支出済額が増加した主な内容                   増加額 

国民健康保険財政安定化基金積立金         ：  929 百万円 

後期高齢者支援金                     ：  882 百万円 

 

・支出済額が減少した主な内容                   減少額 

保険給付費等普通交付金                       ： 1,260 百万円 

国庫支出金等償還金                          ：  512 百万円 

 

 

【出納局会計課 出納決算担当 田村 内線 1171 直通 055-223-1308】 



【用語の解説】 

●総括 

予算現額：当該年度に執行する全事業のもととなる予算の総額であり、当初予算に補正予算と前

年度からの繰越予算を加減した総額をいいます。 

調定額：調定とは、その歳入の内容を具体的に調査し、収入すべき金額を決定する行為、つまり

県の内部的意思決定の行為をいい、その決定した額が調定額となります。 

収入済額：当該年度に調定したもののうち、出納整理期間までに納入されたものをいいます。 

出納整理期間：年度内に収入又は支出すべきと確定したものの、未収又は未払いとなっているも

のについて、収入又は支出を行うために設けられている期間で、会計年度終了後の 4月 1 日か

ら 5 月 31 日までの期間をいいます。この期間内に、終了した年度の収入と支出の整理が行え

ます。 

不納欠損額：既に調定した歳入が、督促等を行ったにもかかわらず納付されずに時効が到来して

しまった場合や、法令に基づいて債務を免除した場合などについて、損失として処分を行った

額をいいます。 

収入未済額：当該年度の歳入として調定した収入のうち、出納整理期間までに納入されなかった

額をいいます。この収入未済額は、翌年度も引き続き徴収に努めることになります。 

支出済額：当該年度の歳出のうち、出納整理期間までに支出されたものをいいます。 

翌年度繰越額：繰越事業全体の中で当該年度に事業が実施されなかったため、翌年度に実施する

こととなった分に対する額をいいます。 

不用額：実施した事業に要した経費が予算よりも少なく済んだため、支出しなかった額をいいま

す。 

実質収支額：当該年度の収入済額から支出済額と翌年度へ繰り越すべき財源（繰越事業の支出に

あてる財源のうち、すでに収入しているもの）を差し引いたものをいいます。当該年度に本来

属するべき収入と支出の差であり、財政状況を判断する一つの基準になります。 

 

 

●歳入科目 

第１款県税：県の行政に要する経費を賄うため、地方税法等の規定に基づいて県民の皆さんや県

内に事業所を持つ法人等に納めていただく税です。現在、事業税、県民税、自動車税、地方消

費税など 12種類の税目があります。 

第２款地方消費税清算金：地方消費税として徴収された総額から還付額を控除した金額について、

消費に関連した基準により都道府県間において清算を行い、各地方公共団体に配分されるもの

です。 

第３款地方譲与税：国税として徴収された税の全部又は一部が地方公共団体に譲与されるもので

す。県が受けている地方譲与税は、特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、

自動車重量譲与税、森林環境譲与税です。 



第４款地方特例交付金：国から地方公共団体へ交付されるもので、その主な内容は次のとおりで

す。 

【個人住民税減収補填特例交付金】個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴

う地方税の減収を補塡するため、交付されるものです。 

【自動車税減収補填特例交付金】消費税率引上げに伴う需要の平準化のための自動車税環境性

能割の臨時的軽減による地方税の減収を補填するため、交付されるものです。 

第５款地方交付税：地方交付税には、地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確

保できるようにするため、国税の一部を地方公共団体の固有の財源として各地方公共団体の財

源不足額に応じて国から交付される普通交付税、災害復旧などの特別な事情によって交付され

る特別交付税及び東日本大震災に係る復旧・復興事業の実施のための特別な財政需要等に対し

交付される震災復興特別交付税があります。 

第６款交通安全対策特別交付金：地方公共団体の道路交通安全施設整備のため、交通違反などの

反則金を財源に、交通事故発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を基準として国か

ら交付されるものです。 

第７款分担金及び負担金：県が行う事業で特に利益を受ける人から、その受益の限度において負

担いただくものです。 

第８款使用料及び手数料：使用料は、県営住宅の家賃のように県の施設を管理していくために、

その施設の利用者に負担いただくものです。また、手数料は、運転免許交付手数料のように県

が行う行政サービスの利用者に負担いただくものです。 

第９款国庫支出金：国が地方公共団体に対し、特定の事業の財源として交付するもので、その性

質によって次の 3種類に分類されます。 

【国庫負担金】義務教育や生活保護など、国と地方公共団体が共同して責任を持つ事業の経費

について、国が全部又は一部を地方公共団体に交付するものです。 

【国庫補助金】国が費用の一部又は全部を負担して特定の事務や施設の設置を地方公共団体に

対して奨励、援助するものです。 

【国庫委託金】国会議員の選挙や国勢調査など本来国が行うべき事業を便宜的に地方公共団体

が実施し、その経費を国が負担するものです。 

第１０款財産収入：県の財産（土地、建物等）を貸し付けたり売り払うことによる収入です。 

第１１款寄附金：県以外から金銭を譲り受けるものです。 

第１２款繰入金：特別会計や基金から一般会計に繰り入れるものです。 

第１３款繰越金：前年度の剰余金を受け入れるものです。 

第１４款諸収入：県税の延滞金や預金利子、県からの貸付金の元利償還金、収益事業収入など様々

なものが含まれています。 

第１５款県債：県が借り入れたお金です。 

 

 



●歳出科目 

第１款議会費：県議会議員の報酬、県議会の定例会及び臨時会の開催に要する経費等です。 

第２款総務費：人事、財政、文書、出納等の管理的経費及び企画、徴税、選挙、統計、監査委員、

人事委員会等の経費です。 

第３款民生費：社会福祉の向上を図るため、児童、老人及び障害者のための福祉施設の整備及び

運営、各種援護対策等に要する経費です。 

第４款衛生費：各種医療対策、精神衛生対策、環境衛生対策等に要する経費です。 

第５款労働費：勤労者の福祉に要する経費、職業訓練のための経費等です。 

第６款農林水産業費：農業生産基盤、林道の整備、果物等の流通対策等に要する経費、各種研究

機関に要する経費等です。 

第７款商工費：中小企業及びその組合の育成、地場産業、商店街及び観光の振興等に要する経費

等です。 

第８款土木費：道路、河川、公営住宅、都市公園等公共施設の整備又は維持管理に要する経費等

です。 

第９款警察費：警察官の給与費、警察施設の整備、防犯や交通安全対策に要する経費等です。 

第１０款教育費：公立小中学校、県立高校等の教職員の給与費、高校建設費、社会教育及び保健

体育の振興に要する経費、県立大学に要する経費等です。 

第１１款災害復旧費：降雨、暴雨、洪水、地震その他の異常な自然現象による災害にかかった土

木施設や農林施設等の復旧に要する経費等です。 

第１２款公債費：県債の償還のための元金や利子及びその発行に要する経費等です。 

第１３款諸支出金：他の歳出科目のいずれにも分類されないもので、地方消費税清算金や市町村

への交付金等です。 

第１４款予備費：予算計上したもの以外に、予算の執行過程で不測の事態が生じた場合に備える

経費です。 


